
新型コロナウイルス感染症対応緊急融資のご案内 
 

１ 目的 

新型コロナウイルス感染症により、事業活動に影響を受けている東京都内の中小企業

者及び組合の方々に、長期かつ低利の融資をすることにより、事業継続や経営の安定を

図るための融資メニューです。 

 

２ 融資対象 

次の（１）から（６）を全て満たしている方 

（１）中小企業者又は組合であること。 

（２）都内に事業所（個人事業者は事業所又は住居）を有し、信用保証協会の保証対象業

種に属する事業を営んでいること。 

（３）当該事業を営むために許可、認可、登録、届出等を必要とする業種にあっては、当

該許可等を受けている（又は、受ける）こと。 

（４）事業税その他租税の未申告・滞納や、社会保険料の滞納がないこと（完納の見通し

が立つ場合などはこの限りではありません。）。 

（５）現在かつ将来にわたって、暴力団員等に該当しないこと、暴力団員等が経営を支配

していると認められる関係等を有しないこと及び暴力的な要求行為等を行わないこ

と。 

（６）次のア及びイを満たしている方 

ア 新型コロナウイルス感染症により、事業活動に影響を受けていること。 

イ 「最近 3 か月間（申込月の前々月を含めること。）の売上実績」又は「今後 3

か月間（申込月の翌月を含めること。）の売上見込」が令和元年 12 月以前の直近

同期と比較して、5％以上減少していること。 

 

３ 融資条件 

(1)資金使途 運転資金・設備資金 

(2)融資限度額 2 億 8,000 万円（組合 4億 8,000 万円） 

(3)融資期間 
運転資金 10 年以内（据置期間 2年以内を含む。） 

設備資金 15 年以内（据置期間 3年以内を含む。） 

(4)融資利率 

 

【固定金利】 

 融資期間  3 年以内 1.7％以内 

  3 年超  5 年以内 1.8％以内 

  5 年超  7 年以内 2.0％以内 

  7 年超 10 年以内 2.2％以内 

 10 年超 2.4％以内 

＜責任共有制度の対象外となる場合＞ 

 融資期間  3 年以内 1.5％以内 

  3 年超  5 年以内 1.6％以内 

  5 年超  7 年以内 1.8％以内 

  7 年超 10 年以内 2.0％以内 

 10 年超 2.2％以内 
 

(5)返済方法 

分割返済（元金据置期間は運転資金 2 年以内、設備資金 3 年以

内）とします。ただし、融資期間が 1 年以内の場合は一括返済と

することができます。 



(6)融資形式 証書貸付又は手形貸付 

(7)信用保証料 

 

保証協会の定めるところによります。なお、東京都が信用保証料

全額を補助します。 

(8)保 証 人 原則として法人代表者を除き連帯保証人は不要とします。 

(9)物的担保 

 

この融資の保証を含めて保証合計残高が、8,000 万円以下の場合は

原則として無担保とします。 

 

４ 融資の申込み 

（１）融資申込受付開始日 

令和２年３月６日 

（２）融資申込受付機関 

ア 東京都中小企業制度融資取扱指定金融機関 

イ 東京信用保証協会 

ウ 東京都中小企業団体中央会 

エ 都内商工会議所・商工会 

オ 東京都商工会連合会 

カ 公益財団法人東京都中小企業振興公社 

キ 東京都各支庁産業課 

ク 東京都産業労働局金融部金融課 

（３）取扱金融機関 

   東京都中小企業制度融資取扱指定金融機関 

（４）融資申込みに必要な書類 

ア 信用保証委託申込書(※)及び信用保証委託契約書(※)        各１部 

イ 個人情報の取扱いに関する同意書(※)                ２部 

ウ 印鑑証明書（申込人及び連帯保証人のもの）            各１部 

エ 法人の場合は商業登記簿謄本                    １部 

オ 確定申告書（決算書）の写し（原則直近２期分）           ２部 

カ 納税証明書（法人税又は事業税（個人は所得税））           １部 

キ 「新型コロナウイルス感染症対応」該当届              １部 

ク 融資対象であることが確認できる書類の写し              １部 

※東京信用保証協会及びあっ旋機関から申し込む場合は、融資あっ旋用を使用してくだ

さい。 

 

５ 返済猶予措置 

  中小企業者等からの申出により、既往債務（東京都中小企業制度融資の融資残額）に

ついて返済猶予を個々の状況に応じて取り扱いますので、借受先金融機関の窓口で御相

談ください。 

 

６ その他 

融資のご利用については、４（２）の各機関に御相談ください。 

 

（問い合わせ先） 

東京都産業労働局金融部金融課  ０３（５３２０）４８７７ 


